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IV.文献・資料解題
家事参加・育児参加と家庭運営に関する男女の意識の組艶
一一近年の諸調査から一一
東京家政学院短期大学山 田 )1摂子
1 .はじめに
近年，男女の役割分担についての意識や実態に関して，研究者個人によるものばかりでなく，
政府や間体，企業等が実施した調査の結果を自にする機会が以前に比べて多くなった口中でも，
特にこの 5，6年，家事参加や育児参加に関する調査が自につく口
この分野についての関心も，ょうやく研究者個人のレベルにとどまっている段階を脱したよう
だ。上記のような現象は，政府や団体，企業等もこれらの問題に関する情報を集めて現実的な対
応策を講じざるを得なくなってきていることの表われ，と見ることもできょう。
そして，この家事・育児を始めとする男女の役割分担の違いは，例えば家庭運営に関する夫婦
の意識のずれなどを生じさせる一因ともなっているのではないかと思われる。そこで，本稿で
は，この問題について，関連する諸調査(主として，近年に実施されたサンプル数が1000以上の
もの)を紹介しながら，論じてみたい。
2.家事参加・育児参加に関して
1 )実態
NHK世論調査部が， 1984年12月に全国の16歳以上の男女から無作為抽出法によって選んだ
3600名に実施した調査(本稿では，以降，これを INHKの調査jと呼ぶ)によると，毎自の
家事は約9害jの家庭で「主として妻」がしており これは共働きの家庭においても同様である口
そして，妻以外の家事分担者の大半は， Iおばあさん」と「女の子Jである。
朝日新聞社が民間の市場・世論調査会社と共同で 1987年7月に首都圏と京阪神地区の主婦
2077名に実施した調査においても(朝日新聞， 1987年， 1月17日付朝干日)，このNHKの調査
と同様の結果であり，また乳幼児の世話については主婦の93%が小・中学生の子どもの世話に
ついては主婦の96%が担当しているという結果が得られている。
さらに，総理府広報室が1986年3月に全国の20歳以上の男女から無作為抽出法によって選ん
だ3000名に実施した調査においても，また博報堂生活総合研究所が1988年8月に首都圏40キロ以
内に在住する主婦の年齢が20~59歳のサラリーマン世帯3357に実施した調査(本稿では，以降，
これを「博報堂の調査jと呼ぶ)においても， NHKの諦査と同様に， I自分の家では，家事は
主として妻の役割Jという自答が約9割である。
??? ???
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2 )一般論と実態のずれ
労働省婦人少年局が1981年9月に全国の20歳以上の男女1300名に実施した調査では，男女や未
既婚の別を関わず大多数が「男性の家事参加や育児参加jに肯定的な回答をしているが，その程
度の如何によらず「実際に参加しているjという回答は，男性自身，共働きの女性，専業主婦の
いずれに尋ねた場合でも，半数以下である。
既出の博報堂による調査でも 「夫も家事を分担する方がよいJと答える夫は38.0%，妻は6
0.4%， r夫も育児を分担する方がよいjと答える夫は48.2%，妻は58.9%であるが，実際には家
事参加が「よくあるjという夫は12.6%のみで分担にはほとな遠いことがわかる。
3 )夫の自己評価と妻からの評価のずれ
既出の労働省の調査では，夫の家事参加についての夫自身の回答と妻からの回答には食い違い
も多く，例えば「日常の買物Jは夫の半数以上が「するjと答えているのに，妻の回答では「買
物をする」夫は約3分の lに過ぎないという結果が得られている。
また，竹内，上原，鈴木(1982)の父親・母親の育児意識に関する調査によると，子どもが
乳幼児期だった頃について 「育児について妻の相談にのったjと答えている父親は約80%だ
が， r育児について不安を持った時，相談相手として夫を選んだ」と答えている母親は， 112名
中10名で， 8.9%に過ぎない。
3.仕事と家庭，及び家庭生活iこ関する男女・夫婦の意識のずれ
既出のNHKの調査において「仕事と家庭のどちらを重視しているかJを尋ねた結果を見る
と，全体では， r仕事のためは 日常の家庭生活がおろそかになっても仕方がないjと答えてい
る者(本稿では，以降，これを「仕事派jと呼ぶ)は18%に過ぎず， rどちらかといえば，そう
思う」を加えでも36%である。これに対して， r仕事のためでも，日常の家庭生活がおろそかに
なってはならないjと答えている者(本稿では，以降，これを「家庭派」と呼ぶ)は41%で，
「どちらかといえば，そう思うjを加えると 6舗を超える。
f仕事派」と「家庭派jを，性別や年齢層別という観点から見ると， r仕事派」は男性に多
く，特に30歳代後半では過半数， 40歳代および50歳代の各前半や60歳以上では半数近くが， i仕
事派Jである。一方， r家庭派Jは女子に多く，特に10歳代後半では8割， 20歳代及び30歳代の
各前半でも 4人中3入が「家庭派Jである。これに次いで 10歳代後半の男子と20歳代後半の女
子が， r家庭派jに多い。
次に， NHKの調査における家庭生活に演する夫婦の意識のずれを 子どもの成長段階別に見
てゆこう。向調査では，ライフ・ステージを子どもの成長段階によって「子育て前期J (末子が
中学生以下)， r子育て後期J (末子が高校生以上の年齢で独身)， r子育て期以後J (末子が
既婚)の3期に分けている。
それによると， r家庭派Jは，奏では「子育て前期jに69%と最も多く，これ以後やや減少し
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ているのに対して，夫では「子育て前期jが50%で最も少ない。この結果，これに関する夫と妻
の意識のずれは， r子育て前期jに最も大きくなっている。
そして， r子育て期以後jには子どものしつけや世話の必要がなくなることもあってか，この
時期における夫から妻への期待を見ると， r家事・育児jについての期待が減少し (57%→ 31
%) ，それに代わって「何よりも家族を大事にJ (50%→ 65%) や「自分をよく理解してくれる
ことJ (28%→32%)などへの期待を強めている。
これに対して，妻から夫へのこれらの期待は， r子育て後期Jがピークであり， i何よりも家
族を大事に」や「自分をよく理解してくれること」などについては， i子育て期以後jは夫への
期待が減少している(前者:62%→ 56%，後者:27%→ 25%)。また， r何よりも家族を大事にj
については， i子育て期以後jはそれ以前とは逆に，妻から夫への期待の方が小さくなっている。
そして，また「子育て期以後Jの夫と妻には，老親の扶養や寝たきり老人の介護などの問題に
ついても，考え方にかなりずれがある口夫の多くがこれらは「長男の役割J (扶養について:
夫54%，妻39%，介護について:夫26%，妻17%) ないしは「長男の妻の役割J (介護につい
て:夫25%，妻15%) と答えているのに対して，妻は夫に比べて「子ども全員の役割J (扶養に
ついて:夫11%，妻18%，介護について:夫17%，妻20%) という意識が強く，また「娘の役割tlJ
(介護について:夫6%，妻20%) も重視している。
さらに，実際に寝たきり老人がいたとしたら介護する家族の手はあるかについても， i全くな
いJもしくは「ちょっとむずかしい」と答える夫は19%であるのに対し，妻は28%と，現実の認
識についてもかなりずれがある。
4.共働きの夫婦より大きい専業主婦と夫の意識のずれ
NHKの調査では，パートや内戦を含めると，サンプルとして抽出された既婚女性の47%が職
業を持っているという結果が得られている。
そこで，向調査において，妻の就業について，妻自身と夫がどのように考えているのかを見る
と，妻が有職の場合，本人の大多数 (92%) は職業を i(できれば)続けたいjと答えており，
これは20歳代から60歳代以上までのどの年齢層でも一貫した傾向である。
有職の妻の夫も，大多数 (87%)が r(できれば)続けた方がよいjと答えており，向じライ
フ・ステージの夫と妻を比べても，そのずれは小さい。
次に，専業主婦の場合を見ると，妻自身には「できればjという者を含め，就業希望者が48%
と半数近く，特に20歳代では72%，30歳代では60%と若い層に就業希望者が多い。
これに対して，専業主婦の夫には，妻の就業に積極的に賛成する者はほとんどなく (3%) ， 
「できれば職業についた方がよいjと答えた者を含めても18%に過ぎず，特に f子育て期Jの夫
婦のずれが大きい。
専業主婦が職業につきたい理由を見ると，有職の妻が仕事を続けたい理由として最も多くあげ
? ?
?
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ている (70%) rわが家のための収入J (専業主婦では48%) よりも， r社会とのかかわりj
(54%) や「自分の能力を生かす，やりがいJ (44%)， r自分自身のための収入J (34%) と
いうような，家族のためというよりも自分自身のためのものが自立つ。このような，専業主婦の
自分自身の充足惑を求めて職業につきたいとする気持は，この調査結果を見る限り，夫にあまり
理解されていないようだ口
また，日本の社会や自分の家庭の今後のあり方について， NHKの調査では，共働きの妻より
専業主婦に「もっと頑張って働くJよりも「もっとゆったり暮らすj方がよいと答える者が多
く，これに対して夫では，専業主婦の夫の方に「もっと頑張って働く」を選ぶものが多い。この
結果，共働きの夫婦の方が夫と妻の考え方のずれは小さく，専業主婦とその夫の方がずれが大き
くなっている。
同様の傾向は，これからの自分たちの老後の生き方についてにも見られる。共働きの夫婦の考
え方はかなりよく似ているが，専業主婦の夫には仕事を持ち続け，子や孫となごやかに暮らした
いという者が多いに対し，専業主婦である妻には夫婦二人で，趣味を持ち，のんびりと暮らした
いという者が多いなど，かなりずれがある。
このように，専業主婦とその夫の考え方のずれが共働きの夫婦のそれより大きいことについ
て， NHKの調査報告書では， r (専業主婦とその夫の)夫と妻の役割がはっきり分かれた暮ら
し方が，このようなずれを生むのだろうJと述べている。
5.夫婦関係・家族関係、に関する夫婦の評価のずれ
1 )夫婦関係に関する評価のずれ
NHKの調査において，夫と妻のそれぞれに，自分たち夫婦は fよく気が合う夫婦かJrお互
いに平等な夫婦かJr信頼し合っている夫婦かjを尋ねた結果を見ると この 3項目のいずれに
ついても，夫より妻の評価の方がやや厳しいことがわかる。
次に，これらを，子どもの成長段階によって分けた 3期のライフ・ステージ(既出)別に見る
と，向じライフ・ステージにある夫と妻を比較してみても，はっきり「そう思うJと肯定してい
るのは，すべて夫の方に多く妻の方が少ない口中でも夫と妻のずれが大きいのは，子どもがすべ
て結婚し，夫婦が再び2入だけの生活をすることになる「子育て期以後Jで 夫婦のずれは 3期
の中で最も大きい口これは， rよく気が合うかJr互いに平等かJr信頼し合っているか」のい
ずれについても，概して上のライフ・ステージになるほど夫には積極的に肯定する人が多くなる
のに対して，姿は必ずしもそうではないためである。
2)誰と最も粋が強いかについての夫婦の意識のずれ
既出の博報堂の調査において，家族とそれに近いと思われる友人などとの19にわたる関係を並
べて，その対象との鮮の強さをあらかじめ設定された5段階の中から，夫と妻のそれぞれに選択
じてもらった結果を見ると，夫が最も幹が強いと思っているのは妻であるが 妻は夫よりも子ど
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もの方が鮮が強いと思っているという結果が得られている D
3 )家族関係に対する夫婦の満足度のずれ
博報堂の調査において，家族関係を 6つに分けて，夫と妻のそれぞれにそれに対する満足度を
尋ねた結果を見ると 配偶者との関係については それほど差はないものの，夫 (91.1%)の方
が妻 (87.6%) より満足度が高い口また 妻に対して不満を持つ夫は7.3%だが，夫に対して不満
を持つ妻は11.1%である。なお 子どもとの関係については 妻 (83.6%) の方が夫 (80.6%)
よりわずかだが満足度が高いという結果が得られている。
6.離婚に対する男女の意識のずれ
わが国の離婚の実態を見ると， 1963年(昭和38年)以来ほほ一貫して年々増加していた離婚件
数および離婚率は， 1984年(昭和59年)以降やや落ち着いてきているが，近年の特徴として，子
どものいる夫婦の離婚や， 10年ないし15年以上というような結婚年数の長い夫婦の離婚が全件数
に占める割合が，高くなっていることがあげられる。
NHKの調査において， r一旦夫婦になった以上は，たとえどんなことがあっても，離婚すべ
きではない」と思うか，それとも「夫婦になったからといっても，正当な理由があれば，離婚し
た方がよいjと思うかを尋ねた結果を見ると，全体では，離婚否定派 (54%)が離婚肯定派
(43%) を上回っている。
また，男女別では，否定派と肯定派が，男子ではほぼ6対4であるのに対して，女子ではほぼ
半々で，男子には女子より離婚に消極的な考え方をする者が多い。
次に，これらを， 1977年に実施された同様の調査における20歳以上のデータと比較すると，全
体では 7年間に否定派が増加し，肯定派が減少しており，この変化は女子ではわずか(否定
派:45%→4P/O ，肯定派:50%→47%) だが，男子ではかなり顕著である(否定派:48%→60 
%，肯定派:47%→37%)。その結果 7年前にはほとんどなかった男女の差が広がっている口
この変化を，さらに男女別・年齢層別に見てみると， 7年前には男女とも，概して高年層ほど
否定派が，若年層ほど肯定派が多く，その年齢層による違いが大きかったが，今田の調査でも女
子については 7年前とほぼ同様の傾向が認められる。
これに対して，男子では， 20歳以上の全年齢層で否定派が増加しており，特に20歳代から30歳
代前半においてこの傾向が顕著である口その結果 男子では 7年前に比べて高年層と若年層の
差が小さくなっている。
7.若年層の女子の平等志向
前項で，離婚に対する意識において，特に顕著な変化が自につくのは20歳代から30歳代前半の
男子のもので，彼らの意識の変化が全体の傾向にも影響を及ぼしていることを見てきた。
だが，これまでに行なわれた諸調査の結果を見ると，男女や夫婦の意識の変化に大きな影響力
?????
を持つであろうと思われるのは，男子よりもむしろ比較的若い年齢層の女子の意識である。
例えば， NHKの調査において，子どもの成長段階によってライフ・ステージを 3期に分けて
それぞれの夫と妻を比較したものを見ると， r子育て前期J (末子が中学生以下)の妻には性別
による不平等を感じている者がかなり多く (52%)，また家族内における男女平等志向が強いこ
とが自につく。例をあげると 小学生の子どものしつけは「主として母親の役割」ではなく「両
親の役割Jであると答える者が多いのは， r子育て前期jの妻にだけでなく夫にも共通する点で
あるが， r子育て前期Jの妻は夫と違って，老毅の扶養は仁息子のみJでなく「子ども全員jで
(夫14%，妻26%)，あるいは「経済力に応じて」分担するのがよいと答える者(夫32%，妻
39%)が多く，また「長男には特別な役割があるj とは思わないという者が過半数である。
向調査報告書では これらの点について 「これらは おそらくはライフ・ステージ、ゃ卒選
ゆえというよりも，新しい世代の女性の特徴と思われ，また，こうした意識が，今，子育て前期
にある夫婦の今後のあり方に新しい面を生んでいく芽になるのではないかと思われるJと述べて
いる。
また， NHKの調査において， 16歳から34歳の未婚の男女を「息子Jr娘Jとし，その親にあ
たる「子育て後期J (末子が高校生以上の年齢で独身)の既婚の男女を f父親Jr母親jとし
て，この 4グループの意識を比較したものを見ると，娘は父親や母親や息子に比べて，概して社
会における様々な不公平・不平等に敏感だが，中でも性別による不公平・不平等について，それ
を f感じるjと答える者 (55%)が他の者たち(父親36%，母親36%，息子34%) よりもかなり
多い。
さらに，娘は，家族や家庭のあり方に関しても男女平等志向が顕著であるという結果が得られ
ている。例えば，小学生のしつけについては両親とも同じくらいその役訴を担うべきだと答える
者(男の子のしつけ:娘63%，父親40%，母親41%，息子47%，女の子のしつけ:娘55%，父
親37%，母親33%，息子45%)が，また老人の扶養や介護についても「長男などの男子だけの役
割Jではなく「子ども全員の役割Jと答える者(扶養について:娘37%，父親16%，母親17%，
息子24%，介護について:娘64%，父親30%，母親21%，恵、子53%)が，他の者たち(父親，母
親，息子)に比べて，かなり多い。
向調査報告書では，世代的な違いの大きい意識は，加齢や結婚や親となることなどによっても
あまり変化せず，ある程度持続していくであろうと述べ， r現在の社会の全体的な動向を考え合
わせると，これまでみてきたなかで，特に世代的なちがいによる部分が大きいと思われるのは，
仕事と家庭のどちらを重視するかなどの家庭のあり方についての意識や，娘に特徴的だった男女
平等志向などであろう」とし， rこれらの点が，今後の家族のあり方を少しずつ変えていく契機
となるのかもしれないjと指摘している。
? ?? ?
8.女子の就業の実情と今後の課題
これまでに見てきたところをまとめると わが国における家事・育児を始めとする男女の役割
分担の違いは，単に夫婦の家庭運営に関する意識のずれを生じさせるだけではなく，日頃からそ
れらの実態に接している未婚の青年や児童も含めたすべての男女の家庭観や社会観そして人生観
にも影響を及ぼしているらしいことがわかる口
かつての女子雇用者は，未婚，若年，短期就労を特徴としていたが，近年では既婚，中年女性
が主流となり，就労期間も延び，就業形態もパートから役職者までと多様化している。そして，
今や家事専業者よりも女子雇用者の方が多くなっており， 1984年(昭和59年)に女子雇用者が家
事専業者を 2万人上回って以来 その差は念、ペースで拡大し 1988年と(昭和63年)には137万
人となっている。しかも，昭和63年版の「婦人労働の実情jによれば，家事専業者である女性
の39.6%が就業を希望しているという。また 1988年の雇用者総数に占める女子の割合は36.8%
(そのうち既婚者の割合は67.5%)で，雇用者のみでなく自営業も家族従業員も含めた「働く女
性jは，全労働力人口の40.1%である。
これらの数値を見てもわかるように もはや「男は仕事 女は家庭jという性別による役割分
業形態は崩壊じつつあるというのが現実である。そして 乳幼児の保育や高齢化社会を迎えての
老親の介護などの差し迫った問題に，現在多くの家庭でとられている「女性のみが仕事と家庭の
二重負担を負うjという体制では 対応し切れなくなってきている。
このような状況の中で，家事・育児の商品化が自につくようになった口本来，家事や育児は，
それぞれの家庭で家族に合わせて主体性と創造性をもって行なわれるべきものである。だが，企
業から提供される商品の中から選択し，それに合わせてゆくうちに，各個人や各家庭の主体性や
創造性はそれを発揮する場を狭められ，衰退してゆかざるを得ない。また，採算性を重視する企
業の論理と，安心して使用できる商品を求める個人の志向との聞には，相容れない面が出て来る
ことは言うまでもない。
家事や育児は，ある程度の精神的・時間的余絡をもって取り組めば，多くの楽しみや喜びを味
わうことのできるものであり，人間として生きてゆく上で必要な生活技術や知識・文化を習得す
る上でも，欠かせないものである。女子のみならず男子も，そのような貴重な機会から遠ざけら
れ疎外されることは 人間としての成長を妨げられることでもある口
現実に崩壊しつつある f男は仕事，女は家庭Jという性別による役割分業形態に，一時しのぎ
の対処療法を施すのではなく，将来を見通しての根本的な対策を考えることが必要であろう口そ
の中でも，教育が果たさねばならない役割は，大きくかっ重いのではないだろうか。
9.おわりに
昭和62年版の「青少年白書」によれば小学校高学年の子どもの「家事手伝いJは平均10分程
度で，全体の8割以上が30分以下しか家事参加をしていない。
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子どもの家事参加が低率である実態の背景の lつとして，子どもに謀せられる勉強や進学につ
いての期待による負担があげられよう D 厚生省の f昭和61年度児童環境調査」によると， r親が
抱いている自分の子どもについての悩みや不安jにおいても，また「子ども自身の持つ悩みや不
安Jにおいても， r勉強や進学jについてのものが最も多いという結果が得られている。
だが，親や子が悩む「勉強」は，いわゆる受験勉強であり，人間がその性別に縛られることな
く個人の個性や能力を充分に発揮するための勉強ではないようだ。
人関としてよりよく生きてゆくために本当に役立つであろうと思われる後者の意味での勉強
は，教育の場全体で，また家庭においても社会においても，その意思さえあればあらゆる機会を
捉えて実践できるものである。特に，人筒形成の初期の大半を過ごす家庭と学校における教育の
役割が重要であることは言うまでもないであろう口
人間が性別に縛られることなく個性や能力を充分に発揮することのできる社会を目ざして，教
育学が，そして教育の現場が，どのような貢献ができるかが今関われているのではないだろう
かD
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